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１．事業概要

（１）

　①事業の現況

8 人

うち 0 人 0 人

0 人 0 人

8 人 0 人

0 人

　②施設

㎡ ㎡

日 人

（２） 現在の経営状況

入所９人、通所３人

別添１3－１

山形県最上町

老人デイサービスセンター事業
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3 年度 12

最上町介護サービス事業経営戦略

事 業 名

団 体 名

策 定 日

計 画 期 間

　　　介護支援専門員数

平成12年4月1日
法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 の 内 容 実施していない

事 業 開 始 年 月 日

介護保険事業
指定管理者制度導入
状 況

施 設 数 定 員

延 床 面 積

サ ー ビ ス 日 数

認知症高齢者共同生活介護事業においては、３年毎の介護報酬改定の度に基本報酬部分は減額を余儀なくされ、当施設のよ
うな１ユニット（定員９名）の施設は年々経営は厳しさを増す一方である。入所利用者が健康で長く施設生活を営んで頂けるよ
う、また、在宅の認知症高齢者から選ばれる施設となることが「安定した施設経営」に繋がる。

居 室 床 面 積

年 延 利 用 者 数365

523

3,249

141

1

職 員 数

事　業　形　態　等

その他職員

事務職員

理学療法士又は作業療法士

一部適用

　　　介護職員数

　　　看護職員数

常勤医師数



（３） これまでの主な経営健全化の取組

２．将来の事業環境等

（１） 介護保険サービス事業における主な取組

（２） 高齢者人口等の予測

（３） 介護需要の予測

（４） 施設の見通し

（５） 組織の見通し

平成２７年５月１日より共用型認知症通所介護（定員３名）を開始し、職員数を増やすこと無く取り組み収入増へと繋げている。
支出面においては介護職員に対してコスト意識を持たせ、徹底した経費削減に取り組んできている。

団塊の世代が全て後期高齢者となる２０２５年に向けて高齢者人口が増加することが予想される。現段階では介護を必要とす
る「要介護者」の増加率は予測よりも鈍化しているが、最上町で行っている「健康寿命延伸」等への様々な事業取り組みが功を
奏しているものと考えられる。

２０２５年を境に在宅で暮らす要介護老人が急激に増えることは無いと思われるが、要介護までは至らない要支援の方や身体
的には健常な認知症の高齢者が増加することが予測される。また、高齢者夫婦世帯や単身高齢者世帯の増加が予測され、こ
れら介護者のいない在宅高齢者へのケア・サービスがより必要となっていくことが予測される。

平成12年建設の建物設備の老朽化への補修・改修を計画的に実施しながら利用者の住環境整備に努めていく。

全国的に介護の人材不足が深刻な状況である。当施設においても職員の定年後再雇用制度等などで現状を凌ぐ対処は行って
いるが、将来に亘り安定した施設経営を行っていく上では学校新卒や若年層の職員獲得が急務である。

現在のサービス（認知症共同生活介護、認知症通所介護）を継続実施するとともに、在宅福祉サービスの将来の需要に対して
どう準備し対応できるかを、最上町健康福祉課と連携を取りながら検討していきたい。



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画策定に当たっての数値目標

②　収支計画のうち投資についての説明

③　収支計画のうち財源についての説明

④　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

認知症の利用者の尊厳を守り、安全に配慮しながら生活機能の維持・向上を目指し総合的に援助する施設として、関係機関と
の連携を密にし円滑な施設経営に努める。利用者から”選ばれる施設”づくりを第一に、長期入所稼働率安定化、通所介護の
利用率向上を目指す。

収入で賄いきれない不足分の投資（更新やオーバーホール）については、地方債で対応する。

投資以外の経費は起債償還金となっている。
建物関係は令和８年度で完済するが増収が見込めないため、経費節減に取り組む。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

令和３年度に空調の冷温水機のオーバーホールを施工する。
経年劣化等による大規模な修繕（更新・オーバーホール）は資本で対応していく。

'令和３年度に空調の冷温水機のオーバーホールを施工。



①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

地域包括ケアシステムの構築に関する事項

特に記すべき事項無し

特に記すべき事項無し

資産の有効活用に関する事項

その他

採算性を念頭に置いて、当施設に合ったものであるかを十分検討したうえで実
施したい

新技術の導入に関する事項

利用状況に関する事項

資金管理・調達・繰入金に関する事項

安定した介護報酬を得るためにも、入所・通所共に高い利用率を維持する必要
がある

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

施設等の統合・縮小・廃止に関する事項

民間の活力の活用に関する事項
（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

最上町健康福祉課との連携を密にし、最上町における地域包括ケアシステム
構築へ協力する

現段階では縮小廃止等合理化できる事業は無いと考えている

介護保険適用外の料金の見直しに関する事項

介護人材不足と相まって、見守りの場面で活躍する介護ロボット等の導入活用
を検討すべき時期に来ている。コスト面の課題は有るが、検討していきたい

山形県グループホーム連絡協議会の情報を参考にしながら、町経営施設とし
て町民の理解を得られる範疇で見直しを行っていきたい

その他

老人保健施設事業と一体的会計処理となっているので、老人保健施設事業に
準ずる

特に記すべき事項無し



③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

新型コロナウイルスにより、感染症予防など予定外の支出や対応を余儀なくされ、在宅
サービス（通所介護）も感染症の影響を受けた場合利用率低下の懸念もあり、施設経
営の舵取りが非常に難しい時代となった。コロナ禍の時代に適応できる施設経営へと戦
略の練り直しが必要となっている。

その他

特に記すべき事項無し

現状が必要最低限の人数で行っており、これ以上の効率化は不可能である

特に記すべき事項無し

職員給与費の適正化に関する事項

組織体制の効率化に関する事項

民間の活力の活用に関する事項
（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

現在も介護部門において民間法人から人材を活用している



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 254,224 258,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000
(1) 254,224 258,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000
(2) (B)
(3)

２． 26,410 24,650 46,650 46,650 46,650 46,650 46,650 25,690 25,270 25,250 25,250 25,250
(1) 21,769 20,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 21,040 20,620 20,600 20,600 20,600

21,769 20,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 21,040 20,620 20,600 20,600 20,600

(2) 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850
(3) 791 800 800 800 800 800 800 800 800 800 800 800

(C) 280,634 282,650 300,650 300,650 300,650 300,650 300,650 279,690 279,270 279,250 279,250 279,250
１． 283,367 283,198 273,341 273,341 273,341 273,341 273,341 273,341 273,341 273,341 273,341 273,341
(1) 6,334 6,198 6,341 6,341 6,341 6,341 6,341 6,341 6,341 6,341 6,341 6,341

3,418 3,157 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300

2,916 3,041 3,041 3,041 3,041 3,041 3,041 3,041 3,041 3,041 3,041 3,041
(2) 265,020 265,000 255,000 255,000 255,000 255,000 255,000 255,000 255,000 255,000 255,000 255,000

1,664 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
6,257 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

257,099 257,000 247,000 247,000 247,000 247,000 247,000 247,000 247,000 247,000 247,000 247,000
(3) 12,013 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

２． 9,484 8,093 7,752 7,246 6,726 6,192 5,645 5,081 4,657 4,650 4,650 4,642
(1) 4,070 3,593 3,252 2,746 2,226 1,692 1,145 581 157 150 150 142

(2) 5,414 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500
(D) 292,851 291,291 281,093 280,587 280,067 279,533 278,986 278,422 277,998 277,991 277,991 277,983
(E) △ 12,217 △ 8,641 19,557 20,063 20,583 21,117 21,664 1,268 1,272 1,259 1,259 1,267
(F) 2,250
(G) 2,250
(H)

△ 12,217 △ 8,641 19,557 20,063 20,583 21,117 21,664 1,268 1,272 1,259 1,259 1,267
(I) 73,503 64,862 84,419 104,482 125,065 146,182 167,846 169,114 170,386 171,645 172,904 174,171
(J) 95,800 100,710 100,710 98,000 97,000 96,000 96,000 96,000 95,000 95,000 95,000 94,000

45,138 46,291 46,050 46,000 46,000 46,000 46,000 46,000 45,000 45,000 45,000 45,000
(K) 34,590 27,207 26,199 24,000 23,000 23,000 25,000 24,000 23,000 23,000 23,000 23,000

18,556 18,735 19,227 21,012 21,531 21,373 21,228 21,790 1,280 1,280 1,280 1,280

15,416 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 254,224 258,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000 254,000

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和3年度

営 業 収 益

令和4年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

経 費
動 力 費
修 繕 費

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

う ち 未 払 金

収

益

的

収

入

特 別 損 失

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

収

益

的

収

支

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益

収

益

的

支

出

流 動 資 産
う ち 未 収 金

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金

特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 12,800

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 12,800

(B)

(C) 12,800

１． 12,860

２． 17,570 18,556 19,227 19,732 21,532 20,093 20,510 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280

３．

４．

５．

(D) 17,570 18,556 32,087 19,732 21,532 20,093 20,510 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280

(E) 17,570 18,556 19,287 19,732 21,532 20,093 20,510 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280

１． 17,570 18,556 19,287 19,732 21,532 20,093 20,510 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280

２．

３．

４．

(F) 17,570 18,556 19,287 19,732 21,532 20,093 20,510 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280

(G)

(H) 138,495 119,759 113,334 93,602 73,870 52,338 32,245 11,735 10,455 9,175 7,895 6,615

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

21,769 21,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 21,040 20,620 20,620 20,600 20,600

21,769 21,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 21,040 20,620 20,620 20,600 20,600

21,769 21,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 21,040 20,620 20,620 20,600 20,600

令和11年度 令和12年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和9年度 令和10年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資

本

的

収

入

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和11年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和12年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和4年度令和3年度
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